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野村不動産グループの価値創造の歩み
当社は戦後の社会課題解決を目指した住宅開発への参入、大規模オフィス開発への取り組みを通じた賃貸事業の拡大、特色の
あるサービス・アセットブランドの開発を通じて、事業基盤を構築してきました。その後、2006年の上場以降、多角化経営に
も取り組み、時代のニーズを捉えた新たな商品・サービス提供に挑戦し、事業量を拡大させてきました。
そして、これからはサステナビリティへの取り組みや新本社への移転を通じて、価値創造の転換を図っていきます。

※1.  事業利益＝営業利益＋持分法投資損益＋企業買収に伴い発生する
無形固定資産の償却費＋海外部門におけるプロジェクト会社※2の
持分売却損益

※2.  不動産の保有・開発を主としたSPC等を指す
※3.  従前の事業利益の定義に「海外部門におけるプロジェクト会社の

持分売却損益」を追加します。なお、本定義への変更は、2025年
3月期から適用

※4.  2018年3月期以前の数値は営業利益を記載

売上高 事業利益※1、3、4

1982年3月期

1,000億円突破
2025年3月期
事業利益※1

1,251億円【円グラフ（事業利益）凡例】
■ 住宅部門　■ 都市開発部門　
■ 海外部門　■ 資産運用部門　
■ 仲介・CRE部門　■ 運営管理部門
■ その他

住宅部門

都市開発
部門

運営管理
部門

2008年
「NREG東芝不動産」（2022
年4月に野村不動産に吸収合
併）が当社グループ入りし、
賃貸事業を大きく拡大

2013年
業界初。引渡後10年間の専有部
メンテナンスサービス「NEXT 
PASS10」スタート

1959年
野村證券ビル新館完成に伴い、
管理運営業務を開始

1977年
ビル・マンションの総合管理会
社として野村ビル総合管理株式
会社（現 野村不動産パートナー
ズ株式会社）を設立

1961年
約46万㎡の丘陵地
「鎌倉・梶原山住宅
地」の開発で、デベ
ロッパー事業を開始

1990年
民間単独では最大級の業務
系開発「横浜ビジネスパーク
（YBP）」竣工、大規模オフィ
スビル・複合開発に参入

1965年
旧本社「江戸橋ビル」竣工、
賃貸業務を拡大

1978年 
超高層ビル
「新宿野村ビル」を開発

1963年
「コープ竹之丸」で
マンション分譲事業
に進出

1972年
フィジー島の別荘地分譲を
開始、海外事業に進出

1983年
ロサンゼルスにて海外での
不動産賃貸事業に進出

1959年
仲介業務、鑑定業務
を開始

1999年
他社に先駆け ITを活用した
不動産情報サイト「ノムコ
ム」を開設

2001年
流通事業部門を独立、「野村不動産アーバ
ンネット株式会社（現 野村不動産ソ
リューションズ株式会社）」営業開始

2021年
都心エリアのハイグレードマンショ
ンに特化したサービスブランド
「REALIA（レアリア）」スタート

2014年
改めて海外事業を再開

2015年
ベトナム・ハノイにて「ミッ
ドタウンプロジェクト」開始

2010年
日本初の非上場オープンエン
ド型私募REIT「野村不動産プ
ライベート投資法人」が誕生

2001年
不動産投資プライベートファンド
運用会社「野村不動産インベスト
メント・マネジメント」を設立

1997年
「グレース八丁堀ビル（現 八丁堀
NFビル）」を取得し、ビル投資ファ
ンドを組成

2023年
私募ファンド等の運用を受託
する「野村リアルアセット・イ
ンベストメント」が事業開始

仲介・CRE
部門

資産運用
部門

海外部門

2015年
上場3REIT合併により「野
村不動産マスターファン
ド投資法人」が誕生

2017年
「プラウド」向け長期保証を実
現した大規模修繕工事「re: 
Premium」を発表

2007年
高機能型物流施設「Landport」が誕生

2025年
BLUE FRONT 
SHIBAURA 
TOWER S竣工

2024年
コリビング賃貸
レジデンス
「TOMORE（トモア）」
が誕生

2017年
自立型シニア住宅「オウカス」が誕生

2008年
中規模ハイグレードオフィス「PMO」が誕生

2022年
フィリピンでの合弁会社
「Federa l Land NRE 
Global, Inc. （FNG）」設立

2013年3月期

5,000億円突破

2025年3月期

7,576億円

2023年3月期
事業利益

1,000億円突破

2005年3月期

3,000億円突破

1957年
野村證券の新社屋建設を機に、
野村證券の資産管理会社とし
て設立

1978年
超高層ビル「新宿野村ビル」を
開発、本社を移転

2006年
「野村不動産ホールディング
ス」が東証一部（現：東証プラ
イム市場）に上場

2025年
大規模複合開発BLUE 
FRONT SHIBAURA 
TOWER S竣工、本社を
移転

2002年
住宅の統一商品・サービスブ
ランド「プラウド」が誕生

2013年
住宅流通事業の新サービ
スブランド「野村の仲介
＋（PLUS）」スタート

2024年
「企画・設計・運営」のノ
ウハウを持つ「UDS株式
会社」の全株式取得、グ
ループ入り
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（注）各部門の経営資本についてはP60-71「部門別戦略」を参照

部門 主な事業 主な物件等

デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
分
野

住宅
部門

●マンション・戸建住宅の開発・分譲 ●賃貸マンションの開発・賃貸・販売
●ホテルの企画・設計・開発・賃貸・運営 ●シニア向け住宅の開発・運営
●インターネット広告の代理店 ●住まいの駆けつけ事業 など

都市開発
部門

●オフィスビル・商業施設・物流施設等の開発・賃貸・販売・運営受託
●フィットネスクラブの運営 ● 建築工事の設計監理 など

海外
部門

●東南アジアを中心とした住宅の開発・分譲
● 東南アジア・イギリス・アメリカを中心としたオフィスビル、 
サービスアパートメント等の開発・賃貸 など

サ
ー
ビ
ス・マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
分
野

資産運用
部門

●上場・私募REIT、私募ファンドを対象とした資産運用
●有価証券ファンド等の不動産証券化商品等を対象とした資産運用 など

仲介・CRE
部門

●不動産仲介・コンサルティング（個人、企業不動産など） ●不動産情報サイト運営
●保険代理店・銀行代理業 など

運営管理
部門

●マンション・オフィスビル等の運営・管理・工事請負
●マンション・戸建等のリフォーム ●地域冷暖房・太陽光発電
●オフィスビル等の清掃業務受託 など

主なブランド 

主なブランド 

主なブランド 

主なブランド 

主なブランド 

野村不動産グループの事業ポートフォリオ 野村不動産グループの事業間のシナジー
時代が変化する中で、お客様や社会のニーズを先取りし、事業成長につなげてきました。
これまでの取り組みが、現在、そして未来の価値創造へとつながっています。

お客様のニーズを軸に各部門・グループ各社が連携し、シナジーを発揮しています。

エコパーク
（ベトナム）

プラウド
五反田
（管理物件）

127チャリングクロス
ロード（イギリス）

REALIA（レアリア）東京

H1O日本橋小舟町（運用物件）

法人営業本部「札幌営業所」

Landport多摩（運用物件）

PMO
秋葉原Ⅲ

（管理物件）

PMO高輪
ゲートウェイ

BLUE FRONT SHIBAURA 
TOWER S

プラウドシティ
方南町

TOMORE
（トモア）
品川中延

オウカス
世田谷仙川

お客様のニーズを起点とする、分譲住宅事業における「製・販・管一貫体制」

住宅事業における主な業務プロセス

シナジーが発揮されている事例 

・ 「賃貸バリューチェーン」とは、当社グ
ループと当社グループが運用するREIT
等の相互成長と新たな価値創出を実現
する、回転型のビジネスモデル

・ 付加価値の高い開発力を起点として、
賃貸資産の保有にこだわらずに売却す
ることで開発利益を実現し、高い資産・
資本効率を実現 私募ファンド

物件取得・供給パイプライン
（運用ファンドに優良物件を安定供給、

再開発を前提とした売却）

マネジメントパイプライン
（ブランド力強化・保有物件の資産価値向上）

野村不動産／野村不動産パートナーズ／ 
野村不動産コマース

当社グループとグループREIT等の相互成長と新たな価値創出を実現する「賃貸バリューチェーン」 

都市開発部門
資産運用部門 運営管理部門

住宅部門 運営管理部門

住宅部門

・ 国内で培った住宅開発のノウハウを
海外の住宅開発における商品企画や
品質管理にも展開。現地パートナー
の信頼獲得にも寄与 P39

海外部門 ・ 当社で開発・管理する分譲住宅の売
買を仲介。住宅に関する入り口から
出口までグループ横断で対応 P59

仲介・CRE部門

用地取得 商品企画 販売 施工 管理

①販売を内製化することで顧客接点からマーケットニーズを獲得
②分譲後の管理やアフターサービスを通じて入居後の意見等を獲得
③用地取得・商品企画等の部署へ情報を還元し、次の開発に活用

顧客の期待を超える分譲住宅を開発、分譲することが
市場からの評価につながる
（ 「外部評価」 P19  ）

① ②③③

住宅部門 都市開発部門 海外部門 資産運用部門 仲介・CRE部門 運営管理部門

不動産開発を通じた価値創造
（デベロップメント分野）

不動産に関連するサービス提供
（サービス・マネジメント分野）
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　海外事業については、当社グループがこれまで国内事業で

培ってきた知見を現地の商品企画に活かし、単なる投資にとど

まらない、「事業」として、東南アジアの現地のパートナー企業

と粘り強く協議しながら事業推進できるまでに成長しています。

また、先進国においても、アメリカやイギリスにおいてオフィス

や賃貸住宅案件に参画し、今後のさらなる成長に向けた道筋を

立てることができました。

　この3カ年では成果を上げる一方で、課題も見えてきました。

皆さんもご承知の通り、ここ数年の建築費の上昇により、特に事

業期間が長期にわたる再開発事業は大きな影響を受け、大幅な

事業の見直しを迫られている事例が全国各地で顕在化してきて

おり、当社グループにおいてもそれは例外ではありません。

　市街地再開発事業は、減災・防災を兼ねた木密地域の解消、建

物の更新、公共インフラの整備など、社会的使命を負った事業で

はありますが、最も大切なことは、「地権者の皆様のさまざまな

声に耳を傾け、地権者の皆様一人ひとりにいかに寄り添えるか」

だと思います。これから再開発事業は選別の時代に入り、地域の

皆様や行政機関から評価を得られる事業を推進できるかという

観点など、今まで以上にデベロッパーの力が試されると考えて

います。

新たな経営計画の達成に向けて

　2025年4月に、2030年頃までの「長期経営方針」と2028年3月

期までの「3カ年計画」からなる、新たな経営計画を策定しまし

た（「3カ年計画」P38-41  ）。

　ここでは主により具体的な事業方針を含む、3カ年計画につい

て触れます。

　主な方針として、当社グループの基幹事業である分譲住宅事

業・オフィス事業については、デベロップメント分野とサービ

ス・マネジメント分野との連携を強化しながら商品企画力と

サービス力の向上を図り、確固たるポジションを構築します。加

えて、以下の5つの領域により注力することで、グループ全体で

事業量の拡大と持続的な成長を実現していきます。

　一つ目は、当社グループにとって成長余地の大きい「賃貸住

宅」・「シニア住宅」・「ホテル」・「物流施設」への重点的な投

資です。3カ年で約5,000億円の投資を実行していきます。二つ

目は、開発事業・賃貸事業のさらなる拡大に向けた投資家資金

導入の多様化です。開発型ファンドの組成や既稼働賃貸資産へ

の共同投資等、さまざまな開発手法の拡充に加え、幅広い不動産

投資ニーズ・資金運用ニーズに対応する売却手法の多様化を図

ることで、事業量の拡大とバランスシートのマネジメントを両

立させていきます。三つ目は、野村グループとの連携を含む、グ

ループ連携の強化です。当社グループを取り巻く事業環境は変

化し、また、お客様のニーズも変化しています。複雑化・多様化

するニーズに対応するためには、従来のように1つの商品やサー

ビスを提供するのではなく、お客様のニーズを軸にグループ各

社が連携し、複合的な価値提供を行うことがより一層重要に

なっていきます。四つ目は、海外事業の将来収益の拡大に向けた

取り組みの強化です。こちらは先に述べた東南アジアの成長国

と、アメリカ・イギリス等の先進国にバランスよく展開し安定

的な利益拡大を目指すものです。五つ目は、M&Aをはじめとす

る戦略投資の実行による成長の加速です。「デベロップメント

事業の拡大」、「運営・サービス関連ビジネスの強化」、「新領域

ビジネスの獲得」を重点テーマと設定し、3カ年で約1,000億円

の投資を目指します。

前中長期経営計画の振り返り

　2025年3月期は、2022年4月に公表した中長期経営計画

フェーズⅠ（2023年3月期~2025年3月期）の最終年でした。この

3カ年は、建築費の高騰や金利の上昇など、マクロ環境の変化に

よって当社グループの事業環境における不確実性が増すことと

なりましたが、業績の面でも、将来への種まきという面でも、

しっかりと成果を上げることができました。誌面の都合もある

ため、この場では一部をご紹介しながら振り返ってみます。

　国内分譲住宅事業では、最上級クラスの商品企画による都心

エリアでの高額分譲マンションに本格的に事業参入を果たし、

「プラウド神宮前」が竣工した一方で、赤坂、愛宕、西麻布エリア

での再開発案件が着工を迎える等、将来に向けても継続的な事

業量を確保できました。また、ホテル事業については、従来から

運営する「NOHGA HOTEL」、「庭のホテル」に加え、UDS社のグ

ループ入りを経て、当社グループが運営するホテルのライン

ナップが拡大しました。今後に向けては、新たなタイプのホテル

開発も加速させています。

　オフィス事業については、PMOに次ぐ成長の柱として2019年

に1号物件を開業した、サービス付き小規模オフィス「H1O」は計

画中のものを含めて総投資額2,000億円超まで事業量を拡大で

きました。また、物流事業に関しては、首都圏に加えて、中部・関

西・九州圏などにも事業エリアを拡大し、今後の計画も含め、累

計開発棟数は55棟（2025年3月末時点）となりました。また、倉

庫内における自動オペレーションの最適化を目指す「Techrum

（テクラム）」の取り組み等、物流業界の課題解決に貢献するソフ

ト面での活動も積極化しています。

プラウド神宮前 プラウドフラット両国サウス

ノーガホテル 清水 京都 Landport東海大府Ⅰ

COO Message

グループ連携を通じて、
持続的成長と

新たな価値創造を実現します。

代表取締役副社長
グループCOO
松尾 大作
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経営計画（長期経営方針・3カ年計画（2026年3月期～2028年3月期））の全体像
2025年4月に策定した経営計画では、「長期経営方針」と「3カ年計画」に分けて策定しました。
「長期経営方針」はグループの目指す姿・方針として原則一定期間見直さず、「3カ年計画」を3年ごとに見直す方針としております。

3カ年計画
長期経営方針を基に、特に注力する事業方針と、方針に基づく具体的・定量的な目標や戦略を示しております。

2026　　年3月期

2026　　 2028　　年
3月期

年
3月期

2030年頃

野村不動産グループ2030年ビジョン

 3カ年計画の定量的な目標

利益計画 P42

投資・回収計画 P42

キャピタルアロケーション計画 P34

株主還元方針 P34

 3カ年計画の方針

基本方針

グループ全体で事業量の拡大を図り、持続的な成
長を実現しながら、バランスシートを適切にマネ
ジメントし、高い利益成長と高い資産・資本効率
を両立する。

基幹事業の確固たるポジション構築 P36

5つの注力領域 P38-41

事業方針

長期経営方針
長期スパンで当社グループが目指す方向性や方針を示しております。

 長期事業方針
分野 部門 方針

デベロップ
メント

住宅
都市開発

多彩な商品企画力に加え、お客様を起点と
した運営力・オペレーション力を一層強化
し、事業領域および事業量を拡大する

海外
国内で培ったノウハウを活かしつつ、各国
の暮らしや社会課題等に向き合い、人びと
の幸せや社会の豊かさに貢献する

サービス・
マネジメント

資産運用
仲介・CRE
運営管理

お客様への新たな価値創造を追求し、グ
ループのデベロップメント事業の価値も
向上させながら、サービス提供を拡充する

価値創造手法の進化・変革 

自分らしくありたい個々のお客様（個人・法人）に対して

アセットとサービス両面での
お客様視点の追求

お客様を軸とした
グループ連携

お客様との
持続的な共創と進化

不動産（商品・サービス）を
ベースにした価値提供

お客様視点
の追求

提供
価値

提供
価値

お客様不動産

各市場ごとの
価値提供

お客様を軸とした
グループ連携

提供
価値

提供
価値

お客様不動産

サービス・
商品の提供

提供にとどまらず
持続的な共創と進化

提供
価値

提供
価値

お客様不動産

 価値創造手法の進化・変革

 財務指針（2026年3月期～2030年頃）

気候変動と自然環境

脱炭素 生物
多様性

サーキュラー
デザイン

気候変動と自然環境

GHG排出量削減（2020年3月期比）

Scope 1・2: 60%削減 Scope 3: 50%削減

社会と社員

女性マネジメント職層比率： 20%

男女育児休業取得率： 100%

社会と社員

ダイバーシティ&
インクルージョン 人権

 非財務目標（マテリアリティ）

ROA 5%以上

ROE 10%以上

総還元性向 40～50%

DOE 4%下限

事業利益年平均成長率 8%水準

自己資本比率 30%水準

P9-10
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CFO Message

つまり、今後3カ年で投資する資金が、次の3カ年となる2030年

頃にかけて回収を迎え、収益につながるため、これら注力領域へ

の投資は、長期財務指針の達成に向けた種まきとして欠かせま

せん。将来のマーケット動向とともに、変化するお客様のニーズ

や価値観を見据え、価値創造を収益につなげることができる事

業・案件への投資をしっかりと進めてまいります。

　二つ目は、収益不動産売却を中心に資金回収を増加させるこ

とで、成長投資に充当すると共にバランスシートの拡大を抑制

することです。「BLUE FRONT SHIBAURA TOWER S」の竣工

などにより、2025/3期末の総資産が増加したことで、同時点の

自己資本比率は財務指針とする30%水準を下回る27.9%となり

ました。今後は、金利上昇に対応すると同時に高い資産効率を実

現していく上でも、積極的な資産売却により、バランスシートの

コントロールを図っていきます。中でも収益不動産については、

固定資産・棚卸資産の区分に関わらず物件ごとの中長期的な競

争力や収益性による優劣を見定めながら売却を進めることで、

継続保有する賃貸資産ポートフォリオの収益性向上も狙ってま

いります。

　三つ目は、成長投資と株主還元を両立していくことです。引き

続き積極的な株主還元を続けていく考え方に変わりはありませ

んが、一方で利益成長を通じ企業価値を向上させていくことも

同じく重要であると考えます。事業への投資もしっかり継続し

ていくことで、高い利益成長を実現させ、この成果を株主様に還

元していく循環を今後も続けてまいります。

資本市場や資本コストを意識したROEへのコミットメント

　2025/3期のROEは10.4％と、前中長計フェーズⅠ（2023/3期～

2025/3期）でターゲットとしていたROE9％水準を上回る結果と

なりました。住宅分譲をはじめ各事業が堅調に進捗した結果、

ROEは前中長計フェーズⅠ期間を通じ各年10％超で推移し、資

本コストに対して一定のエクイティスプレッドが確保できたと

思っています。

　一方で、前述した通り、リスクフリーレートの上昇に伴う株主

資本コストは約8％と、以前に比べ上昇していると認識していま

す。なお、期待リターンの捉え方は投資家によって異なることも

理解しており、PERの逆数である益利回りは10.0％（2025年7月

14日終値ベースのPER 10.0倍の逆数）と、当社の認識する株主

資本コストより高くなっています。投資家ごとに設定される期

待リターンを当社がコントロールすることは難しく、CFOの私

としてできることは、これまでお伝えしてきた長期的な財務指

針や3カ年のキャピタルアロケーション計画に基づき、高水準の

ROEと共に持続的な利益成長を実現すること、そして利益成長

の成果を積極的に株主還元していくことです。また、持続的な高

い利益成長への蓋然性が高まれば、リスクプレミアムの圧縮や

ディスカウントの低減にもつながると思います。今後も投資家

の皆様と積極的にコミュニケーションを重ね、当社のビジネス

モデルや経営計画、財務指針への蓋然性を理解・評価いただけ

るよう取り組んでまいります。

最後に、資本政策を通じた持続的な企業価値向上に向けて

　私は、これまで数多くの投資家の皆様との対話をする中で、

「高い資産・資本効率と高い利益成長を両立させつつ、利益成長

の成果をしっかり株主様に還元していく」との当社の方針は、間

違いはないと確信しています。今回の新経営計画においても、改

めてこの考えを表明しましたが、この先、着実に計画を遂行さ

せ、その成果をしっかりと示せるよう臨んでいきます。

　特に、不透明・不確実な事業環境が今後も続くことが想定さ

れる中、これらの環境変化にどう対処しながら成果を実現でき

るかが問われる局面にあると認識しています。また、資本コスト

を上回る収益性確保の実現に向けては、投資家資金の積極的導

入や、必要に応じて環境変化に合わせた投資基準の見直しも実

施します。また、利益成長に向けては、前述の通り成長領域に重

点を置きながら投資拡大させる一方で、環境変化に備えたリス

ク管理も徹底します。

　私の役割としては、こうしたリスク・リターン両面を意識しな

がら具体的な成果につなげていくことであり、この取り組みを

通じて、投資家の皆様から当社への信頼・評価を一層高めていく

所存です。

企業価値／市場評価の向上に向けた取り組み

3カ年計画（2026/3 ～ 2028/3期）におけるキャピタルアロケーション計画図

▲

リスク・リターン特性の異なる事業／事業領域の組み合わせ▲

財務面の健全性確保▲

投資家等との対話（IR活動など）

▲

資産入れ替えによる含み益の実現▲

賃貸資産ポートフォリオの強化

▲

最適な事業ポートフォリオの構築▲

開発力を起点としたグループバリューチェーンの推進

▲

財務規律の維持（自己資本比率30%水準）

▲

適切なキャピタルアロケーション
　●利益成長に向けた投資の推進（分譲・売却の回収資金を投資へと循環）
　●利益還元の推進▲

サステナビリティ・DXの取り組み▲

非財務資本の活用（人的資本）など

ROA

P/NAV

ROEPBR

PER

財務レバレッジ

当社の主な取り組み当社の主な取り組み主な構成要素主な構成要素

資本コスト

成長率

総還元性向（右軸） 配当性向（右軸）1株当たりの配当金（左軸）

19.5

44.3

31.7

24.0

47.6

32.9

28.0

46.0

35.7

34.0

45.9

39.2

2024/3期2023/3期2022/3期2021/3期 2025/3期 2026/3期（予想）

41.2

36.0

16.5

45.0

35.5

（円）

0

30.0

40.0

10.0

（％）

0

100.0

75.0

50.0

25.0

20.0

株主還元推移
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基幹事業のポジション構築
分譲住宅事業・オフィス事業において、デベロップメント分野とサービス・マネジメント分野の連携を一層強化しながら商品
企画力とサービス力を向上させ、確固たるポジションを構築します。

分譲住宅事業

都心エリアでの高額分譲マンションと都心型戸建を商品ラインナップに加えることにより、事業基盤を強固なものとし、継続した事業
拡大を図ります。

オフィス事業

入居テナントの従業員一人ひとりに向けたサービスの拡充と、幅広い商品提供の掛け合わせにより、顧客満足度の向上を図ります。

最上級クラスの商品企画による都心エリアでの高額分譲マンション 

　建物仕様やサービス等の観点で最上級クラスの商品企画と、専
属販売体制による顧客対応を実施する、都心エリアでの高額分譲
マンション供給数を拡大していきます。
　株式や投資信託などの資産価値の上昇により、これらの保有比率
が高い富裕層の保有資産額が増加しています。このような環境下で、
新築分譲マンション市場において、希少性がある立地に高い商品仕
様を備えた高額分譲マンションへのニーズは高まっており、2024年
10月に竣工した「プラウド神宮前」についても、順調に販売が進捗
しました。また、「愛宕地区第一種市街地再開発事業 F 地区」 や「西
麻布三丁目北東地区第一種市街地再開発事業 A 街区」など、複数物
件の工事も始まっています。
　これらに加え、既に取得済みの案件を含めると、当社の都心エリ
アでの分譲マンションの用地ストックは 6,000 億円を超えており、
専門の販売部署を設置するなど、供給拡大に向けた事業体制の構築
を推進しています。
　お客様との関係強化と満足度向上を目的に、2025年3月期より都
心エリアでの高額商品を専門に取り扱い、専属のお客様対応を実施
する部署として「プライベートサービス部」を新設いたしました。

販売活動からお引き渡し後のフォローまで、一気通貫での対応を実
施するとともに、高額商品に対するニーズとトレンドを集約し、商
品企画に活かすことで、継続的に事業を展開しています。

利便性と広さを両立する都心型戸建 

　従来型のプラウドシーズンに加えて、都心型戸建を拡大していき
ます。都心型戸建の特徴として、以下のポイントを訴求しています。
　１）時間づくりをサポートする都心・駅近立地と効率を考えた生活空間
　２）家族みんなで過ごす場所は広々と使える大空間に
　３）建売住宅のイメージを一新するオリジナルデザイン
　４）忙しい家族だからこそ、24時間365日体制で安心をサポート
　また、2025年4月には戸建施工会社であるNREG中里建設が新た
に当社グループに入り、都心型戸建事業の安定供給体制を構築して
います。NREG中里建設は、都心エリアでの施工を強みとしており、
累計1,000戸超の施工実績を誇ります。建築費上昇や労働力不足等、
戸建施工会社の事業環境に鑑みると、今後受注先の選定は難易度が
増す可能性がありますが、これら体制構築を経て、都心型戸建の拡
大に取り組みます。 世田谷・桜上水プロジェクト

プラウド神宮前

オフィス入居者向けのサービス 

　「NOMURA WORK-LIFE PLUS」は、企業・働く人が抱える多様
な課題を解決すべく、さまざまなサービスを備えたサービスプラッ
トフォームです。当社グループが開発したオフィスビルで働く方、
テナント企業の従業員の方などに向けてサービスを提供していま
す。オフィスビル開発というハード面での価値提供に加えて、ソフ
ト面での価値提供を通じて、企業にも、働く人にとっても、強いパー
トナーになることを目指しています。

「野村不動産グループの独自性・競争優位性」 P20

幅広いオフィスラインナップ 

BLUE FRONT SHIBAURA 日本橋一丁目中地区第一種市街地再開発

● 大規模オフィス

※2025年3月末時点（計画中含む）

● サービス付き 
小規模オフィス

● サテライト型 
シェアオフィス

● 中規模ハイグレード
オフィス

開発実績：72棟※開発実績：33棟
（PMOやビル内の
フロア開設型含む）※

店舗数：296店舗
（提携店含む）※

36 37野村不動産ホールディングス 統合レポート 2025

野村不動産グループの価値創造 野村不動産グループの競争優位性 価値創造に向けた各戦略 野村不動産グループの
価値創造を支える基盤 データ集









https://www.nomura-re-hd.co.jp/sustainability/tcfd/
https://www.nomura-re-hd.co.jp/sustainability/tnfd/
https://www.nomura-re-hd.co.jp/sustainability/theme/process.html




https://www.minnade-tsunagu.com/mori_wo_tsunagu/index.html












＜脱炭素＞
● ZEH／ZEB水準の確保
● 分譲マンションにおける「断熱性能等級6」、 
「GX志向型住宅 仕様」の推進
● 分譲戸建住宅への太陽光発電や蓄電池の導入

＜生物多様性＞
● 生物多様性保全のための取り組み 
「Link NATURE Action」を策定
● 木造ハイブリット構造や木造共用棟等、 
積極的な木の利活用

＜サーキュラーデザイン＞
● 新築マンションの長寿命・高耐久化の取り組み 
「アトラクティブ30」
● 運営ホテルにおけるアメニティの 
個包装不使用等による廃棄物の削減、 
ホテル屋上における「eco庭」プロジェクト

住宅部門

財務目標（事業利益※3） マテリアリティ達成に向けた主な取り組み 

※3.  2025年3月期より、都市開発部門に区分していたホテル事業について、住宅部門の
区分に変更。これにより、2024年3月期について、変更後の数値を記載。

24/3期
（実績）

25/3期
（実績）

28/3期
（計画）

414
487

630

（億円）

700

600

500

400

300

200

100

部門別戦略

●  価値観やライフスタイルの多様化
●中長期的な、インバウンド顧客・個人富裕層・単身世帯の増加
●  サステナビリティ・ウェルネスに対する意識の高まり
●  地域活性化・建物老朽化・木密地域の解消などの社会ニーズの増大（マクロ環境に関する変化）
●  少子高齢化の進展による市場規模の変化
●  建築費の上昇・工期の長期化
●  住宅ローン金利環境の変化

事業環境
認識

●    住宅分譲用地ストック： 
約23,560億円（約19,760戸相当）
●  野村不動産グループカスタマークラブ 
会員数：約16.6万人

●  住宅系再開発案件取り組み数：  
業界トップクラス※1

※1.当社調べ

経営資本・
強み

●    ｢製・販・管一貫体制」が生み出す 
商品企画力
●    強固な顧客基盤と多様な顧客ニーズに 
対応した高付加価値なサービスの 
提供・開発力
●    都市型コンパクトタウン・再開発・ 
建替え案件に関する実績・ノウハウ

競争
優位性

※2.  2025年3月期より、都市開発部門に区分していたホテル事業について、住宅部門の区分
に変更。2024年3月期について、変更後の数値を記載。なお、変更前の数値は、売上高
3,518億円、事業利益408億円。

■  分譲 2,842億円（77.1%）

■  売却（収益不動産） 181億円（4.9%）

■  賃貸 83億円（2.3%）

■  運営 216億円（5.9%）

■  その他 360億円（9.8%）

2025/3期
売上高

3,684億円

売上高・事業利益※2 売上高構成比※2

主な業績 

● マンションと戸建住宅の開発・分譲

住宅分譲

プラウド神宮前 プラウドシーズン
代沢

オハナ
柏たなかパークフロント

● 賃貸住宅の開発・賃貸・売却
● コリビング賃貸住宅の開発・運営・賃貸・売却
● シニア住宅の開発・運営・賃貸・売却

賃貸住宅、シニア住宅

プラウドフラット清澄通り TOMORE
品川中延

オウカス駒場東大前

● ホテルの開発・賃貸・運営・売却
● インターネット広告の代理店事業
● 住まいの駆けつけサービス事業

ホテル、その他

由縁別邸 代田ノーガホテル
上野東京

主な事業 

主なグループ会社
●野村不動産●野村不動産ウェルネス●野村不動産ホテルズ●UDS●沖縄UDS
●プライムクロス●ファースト リビング アシスタンス●NREG中里建設

● 基幹事業である分譲住宅事業の確固たるポジション構築 
（今後3カ年、国内トップクラスの事業量となる3,500～4,000戸を計上）
● 多様化する顧客ニーズへ対応する商品ラインナップの拡大 
（「最上級クラスの商品企画による都心エリアでの高額分譲マンション」・「都心型戸建」等）
●成長事業（賃貸住宅、ホテル、シニア住宅）への重点的な投資

事業戦略

21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期

224
325 333

2,725
3,092 3,024

414

3,591
487

3,684
売上高（億円） 事業利益（億円）

© NIKKEN HOUSING SYSTEM .

TOPICS

　当社グループは、賃貸住宅領域にて新たに「コリビング賃貸レジデンス」事業に参入し、その第1弾物件「TOMORE
（トモア）品川中延」が2025年2月に竣工しました。
　「コリビング賃貸レジデンス」は、シェア型賃貸住宅とコワーキングスペースが融合した住宅形態で、本物件は総
戸数135戸、新築×大型の職住一体型賃貸レジデンスであり、社内起業発の新規事業第1号案件です。本物件は、新
築住宅ならではの「安心感と快適性」、大型物件ならではの「開放感のある共用部」を併せ持っています。
　より多くの方々の住まいの選択肢となりうる商品として、今後も従来の賃貸住宅・シェアハウスでは叶わなかっ
た新たな価値を提供していきます。

新たに「コリビング賃貸」事業に参入
職住一体大型賃貸レジデンス「TOMORE（トモア）品川中延」竣工

専有部

共用部
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2025年4月に始動した 
経営計画の策定プロセスへの関与

髙倉　 　経営計画策定の初期の段階から取締役会が議論に参加

し、社内外問わず取締役の一人ひとりが将来を見据えて

ゼロベースでさまざまな意見を申し上げ、その後の改定

案に対しても、さらに執行側と活発な議論ができたこと

は良かったと考えています。それぞれの専門的な視点を

活かして議論することで経営計画に将来のお客様起点で

付加価値を創出することの意味を具体的に盛り込めたと

考えています。前中長計で策定した「まだ見ぬ、Life & 

Time Developerへ」は非常に良いフレーズだと思いま

す。さらに、今回は「幸せと豊かさを最大化するグループ

へ」を2030年ビジョンに加えました。外部環境の不確実

性が高まっている昨今でも、LifeとTimeは一人ひとりの

生活の基盤であり、お客様の幸せと社会の豊かさの最大

化の実現を目指すことで、まだ見ぬ未来を私たちは実現

できると感じる。そういった2030年ビジョンの議論にま

で参加できた点は大きかったと感じています。一方、前中

長期経営計画フェーズⅠの期間（23/3期～25/3期）では

2030年ビジョンをどうやって具体的な事業活動に落とす

のかが十分ではありませんでした。会社のビジョンを軸

にして具体的な事業活動に落としていかなければ、投資

家も納得しません。現在、それぞれの事業部門が2030年

ビジョンの実現に向けて精査した具体的なアクションプ

ランやKPIを盛り込んでおり、その進捗も今後取締役会

で議論していきます。

高橋　 　中長期の経営計画は経営の柔軟性を阻害するとの見解

もありますが、私は経営計画が必要だと思っています。こ

れからの3年間の数値目標を、根拠を示しながら投資家や

社員等のステークホルダーに明示し、長期的に当社が一

体どのような姿になりたいのかもステークホルダーに伝

えていく。2030年ビジョンに加えた「幸せと豊かさの最

大化」についても、競合他社と比べて当社はどのような会

社になりたいかについて社内で議論を重ねて至った思い

であり、お客様視点で生活に関わるアセットや関連サー

ビスを提供していくという決意がこのメッセージに出て

いると思います。

末村　 　経営計画の策定にあたって、不動産デベロッパーは次

の世代にも残る商品を提供し続けている会社だから、そ

の意識を持った長期計画を作る必要があるのではないか

ということを申し上げました。社外取締役の各々が「ま

だ見ぬ、Life & Time Developerへ」の実現に向かって議

論に参加できました。経営としてのありたい姿と現場社

員の目指す姿が合わさった計画にできたと思います。ビ

ジョンについても現場の社員に浸透しやすいものになっ

たという印象を持っています。

山下　 　「まだ見ぬ、Life & Time Developerへ」が何を指して

いるのかを社員一人ひとりが自分の言葉で語れるように

ならないとそれを実現できないと思います。経営が打ち

出した方針や戦略であっても、社員全員が自分たちの行

動に置き換えていかないと達成できるものではありませ

ん。経営計画は投資家や株主、経営陣にとって重要である

ことはもちろんだが、それを実行する社員による理解も

不可欠であるということを随分と申し上げました。

　　　 　また、大型の再開発となると10年以上のプロジェクト

も多くあります。その一方で、3年先の数字であれば足元

の事業の積み上げで目標の達成がある程度見えてくる側

面もあると思います。費用高騰の影響もあり再開発プロ

ジェクトのコントロールが以前より難しくなっている

今、長期的な目標からバックキャストして今の行動に落

とし込むことが重要です。例えば、サステナビリティ。私

はサステナビリティを「非財務」ではなく「将来財務」と

呼んでいます。ESGの目標を経営計画に盛り込んでおか

ないと、将来の財務目標も達成できないと考えています。

野村グループとの関係性

高橋　 　他社との違いという面においても野村ホールディング

スとの関係性は当社に非常にプラスになります。当社で

はアプローチできない富裕層を同社グループ会社の野村

證券は持っていて、その富裕層とコネクションが強い野

村證券とのリレーションは当社固有のパイプであり、そ

の富裕層を対象としたビジネスを展開できる点は当社の

大きなメリットです。当然、少数株主保護の観点からは、

大株主との関係性が少数株主の利益を損なうのでは、と

懸念される側面も生ずると理解しています。

社外取締役座談会

社外取締役4名が2025年3月期の取締役会における議論を振り返り、
2025年4月策定の経営計画への関与、少数株主保護視点での野村グループとの関係性、
新任取締役への期待したい事、中長期的な企業価値向上に向けての課題を語ります。

DIALOGUE

取締役

髙
たかくら

倉 千
ち

春
はる

取締役
指名報酬諮問委員会委員長

山
やま

下
した

 良
よし

則
のり

取締役（監査等委員） 
指名報酬諮問委員会委員

高
たか

橋
はし

 鉄
てつ

取締役（監査等委員）

末
すえ

村
むら

 あおぎ
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会社名 設立 事業内容 ウェブサイト

野村不動産ホールディングス 2004年 株式の所有を通じたグループ会社の事業活動の
管理および経営指導に係る事業 https://www.nomura-re-hd.co.jp/

野村不動産 1957年
マンション分譲事業、戸建分譲事業、投資・開発
事業、ビルディング事業、建築・設計事業、資産
運用事業　など

https://www.nomura-re.co.jp/

野村不動産投資顧問 2003年 投資運用事業、第二種金融商品取引業、投資助
言・代理業、宅地建物取引業　など https://www.nre-am.co.jp/

野村不動産ソリューションズ 2000年
個人向け不動産仲介事業、法人向け不動産仲介
事業、保険代理店事業、不動産情報サイト運営事
業、銀行代理業

https://www.nomura-solutions.co.jp/

野村不動産パートナーズ 1977年
ビル管理事業、マンション管理事業、建築インテ
リア事業、プロパティマネジメント事業、清掃事
業、保険代理業、リフォーム事業、データセン
ター管理事業

https://www.nomura-pt.co.jp/

野村不動産ライフ&スポーツ 1989年 スポーツ施設の企画・経営およびコンサルタント
事業、スポーツ用品等の販売・レンタル事業など https://megalos.co.jp/corporate/

野村不動産熱供給 1987年 地域冷暖房事業、太陽光発電事業 ―

野村不動産コマース 1968年 商業施設にかかる、プロジェクトマネジメント
事業、商業施設のプロパティマネジメント事業 https://www.nomura-rp.co.jp/

野村不動産ウェルネス 2015年 シニア向け住宅・サービスの開発企画・運営事業 https://www.nomura-re-wn.co.jp/

野村不動産ホテルズ 2017年 ホテルの企画・運営・管理事業 https://www.nomura-hotels.co.jp/

UDS 2009年 まちづくりにつながる場の「企画」「設計」「運営」 https://uds-net.co.jp/

沖縄UDS 2016年 ホテル運営・企画プロデュース https://okinawa-uds.co.jp/company/

野村不動産アメニティサービス 1990年 オフィスビル等の清掃業務の受託事業 ―

プライムクロス 2006年
デジタル広告事業、クリエイティブ事業、クラウ
ドサービス事業、デジタルトランスフォーメー
ション事業

https://www.prime-x.co.jp/

ファースト リビング アシスタンス 2017年 住まいや建物に関する駆けつけ・点検・修繕事業 https://www.f-la.co.jp/

Lothbury Investment Management 2010年 英国における資産運用事業 https://www.lothburyim.com/

ZEN PLAZA 1995年 Zen Plaza（オフィスビル）の保有・運営事業 https://zenplaza.com.vn/

NOMURA REAL ESTATE ASIA 2015年 東南アジアを中心とした不動産開発事業機会の
探索、マーケット調査、パートナーとの関係構築 ―

NOMURA REAL ESTATE 
HONG KONG 2016年

海外投資家のインバウンド投資サポート、現地
企業・投資家とのリレーション構築、事業機会
探索

https://www.nomu.com/hongkong/

NOMURA REAL ESTATE 
（THAILAND） 2019年

現地における事業への投資、マーケット調査、新規
案件・パートナー発掘、現地パートナーとの関係構
築・モニタリング、グループ会社・事業推進支援

―

NOMURA REAL ESTATE UK 2020年 英国における収益不動産の開発、売買、運営事業 ―

NOMURA REAL ESTATE VIETNAM 2019年
現地マーケット調査、新規案件・パートナー発
掘、現地パートナーとの関係構築・モニタリン
グ、グループ会社・事業推進支援

―

野村房地産諮詢（上海） 2021年
不動産コンサルティング事業、情報コンサル
ティングサービス事業、建設プロジェクト管理
サービス事業

―

商号 野村不動産ホールディングス株式会社

代表者 代表取締役社長　新井 聡

本社  〒105-8340　東京都港区芝浦一丁目１番１号　※2025年8月27日より左記住所に移転

設立 2004年6月1日

従業員の状況 8,732名（連結ベース）

事業年度 4月1日から翌年3月31日

定時株主総会 6月

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

野村不動産ホールディングス株式会社 156.6% 177.4% 184.0% 275.8% 282.9%

TOPIX（配当込み） 142.1% 145.0% 153.4% 216.8% 213.4%

※1.  株主総利回りは、キャピタルゲインと配当を合わせた、株主にとっての総合投資利回りを表します。内閣府令にて規定する計算式で算出しています。
※2.  表の値は、2020年3月期末の終値で投資した場合の、2020年4月1日以降の期末時点の株主総利回りを記載しています。

会社情報 （2025年3月31日時点）グループ会社一覧 （2025年7月28日現在）

（注） 一部事業会社においては、設立年以降に統合ならびに商号変更を行っています。

会社概要 

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

野村ホールディングス株式会社 64,777,500 37.11

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 20,842,900 11.94

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 10,688,800 6.12

ＪＰモルガン証券株式会社 4,062,673 2.32

野村不動産ホールディングス従業員持株会 3,130,111 1.79

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５００１ 2,496,880 1.43

ＢＮＹＭ ＡＳ ＡＧＴ／ＣＬＴＳ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ ＪＡＳＤＥＣ 2,375,959 1.36

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・７６２７２口） 2,337,719 1.33

ＳＴＩＣＨＴＩＮＧ ＰＥＮＳＩＯＥＮＦＯＮＤＳ ＺＯＲＧ ＥＮ ＷＥＬＺＩＪＮ 2,200,007 1.26

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５１０３ 1,845,836 1.05

（注）1.  当社は、自己株式（役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する自己株式を除く）を8,932,644株保有していますが、上記大株主からは除外しています。
（注）2. 持株比率は上記の自己株式（8,932,644株）を控除して計算しています。

大株主（上位10名） 

株主総利回り（トータル・シェアホルダーズ・リターン）※1、2 

資本金 1,197億622万円
発行可能株式総数 450,000,000株
発行済株式総数  183,477,637株　（自己株式8,932,644株を含む） 

（注） 1.  発行済株式の総数は、ストックオプションの権利行
使により209,400株増加しております。

  2.  役員報酬BIP信託が保有する株式2,337,719株及
び従業員株式付与ESOP信託が保有する株式
453,308株は、上記自己株式数には含めておりま
せん。

  3.  当社は、2025年４月１日付で普通株式1株につき５
株の株式分割を行っております。株式分割後の発
行可能株式総数は2,250,000,000株、発行済株式
の総数は917,388,185株となっております。

上場市場 東京証券取引所プライム市場
株式売買単位 100株
株主数 83,272名

■  その他の法人
■ 外国法人など
■  金融機関
■ 個人・その他
■  自己株式
■  金融商品取引業者

4.86% 4.65%

株式の情報 所有者別株式分布状況 

2025年3月末
36.20%

20.69%

21.14%

12.44%
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